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今後の国立大学法人等施設整備に関する有識者会議について

平成30年９月21日
大臣官房文教施設企画部長決定

平成31年４月10日
一 部 改 正

１．趣旨
国立大学法人等施設は，教育研究活動の基盤であり，これまで老朽改善を中
心に施設の安全対策や機能強化などを推進してきた。今後の施設整備につい
ては，安全性の確保とともに，Society5.0の実現や地方創生など，社会の変
革に対応した機能強化等を一層推進する必要がある。
このため，国立大学法人等施設整備は，厳しい財政状況の下，計画的かつ重
点的に進める必要があることから，大学改革として取り上げられている課題
や社会が大学に求める役割などを踏まえた上で，今後の施設整備の方向性等
について検討する。

２．検討内容
（１）今後の国立大学法人等施設整備の方向性について
（２）その他

３．実施方法
別紙の学識経験者等の協力を得て，２に掲げる事項について検討を行う。な

お，必要に応じて，その他の関係者の協力を求めることができる。

４．実施期間
平成30年10月30日から平成31年６月29日までとする。

５．その他
本有識者会議に関する庶務は，関係各課の協力を得て，大臣官房文教施設企

画部計画課整備計画室において行う。
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氏 名 役 職

有信 睦弘 東京大学大学執行役・副学長
東京大学未来ビジョン研究センター特任教授

上野 武 千葉大学工学研究院教授

下條 真司 大阪大学サイバーメディアセンター長、教授

鈴木 英敬 三重県知事

竹内 比呂也 千葉大学副学長、人文科学研究院教授

恒川 和久 名古屋大学大学院工学研究科准教授

名和 豊春 北海道大学総長（平成31年３月29日まで）

西尾 章治郎 大阪大学総長

宮浦 千里 東京農工大学副学長、工学研究院教授
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第5期
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国立大学法人等（国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校機構をいう。以下同じ）の施設は，教育研究活動の基盤であり，
その施設の整備充実を図っていくことは我が国の未来を拓き、我が国を成長・発展へと導くものである。このため、国立大学等の施設は、国の科学技術基本
計画を受けて策定された「国立大学法人等施設整備5か年計画」（平成28年～平成32年）に基づき、施設の耐震化や老朽改善を中心に施設の安全対策や機能
強化などを推進してきた。

《論点》
１．国立大学施設に期待される役割や機能への対応
２．現状の施設面での課題への対応

政府の方針

○骨太の方針

○未来投資戦略

○統合イノベーション戦略

○第６期科学技術基本計画
等 次期計画（2021年度～）

社会情勢の変革

・第４次産業革命
Society5.0

・地方創生

・グローバル化

・人生１００年
時代の到来

文部科学省

有識者会議（協力者会議）（2019～2020年度）

耐震や
老朽化対策

第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（2016年度～2020年度）

サスティナブル・
キャンパスの形成機能強化等変化への対応

老朽施設の深刻化

《本有識者会議》（2018年度）

社会情勢の変化を踏まえた国立大学法人等
施設の機能強化の在り方

など…
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